
























































審査委員：主査  白石 隆 
委員  道下徳成 
委員  宮城大蔵（上智大学） 
委員  本名純（立命館大学） 
 
本論文の最終報告に引き続き、平成２５年２月２７日（水）１１時半より審査委員会が
開催された。審査委員は白石隆教授（主査）、道下徳成准教授（副査）、宮城大蔵上智大
学准教授（副査）、本名純立命館大学教授（副査）の４名。博士論文は、先行研究のない
テーマについて、現に実施された活動に着目してデータを体系的に収集し、その上で１９
８０年代以来、今日まで、東アジアにおける共同軍事演習の実施数、参加国、内容と目的
等の変容、それが指示する国際関係の構造変化について的確に分析するとともに、政策的
にも豊かなインプリケーションをもった研究となっていると評価された。また、以下の点
について、修正が提言された。 
（１）共同軍事演習のパターンがハブ・スポークス型からネットワーク型に変容したこと
のインプリケーションはなにか。ネットワーク化を推進した driving forcesを「事件」と
米国のリーダーシップに注目しつつ分析すると同時に、ネットワーク化の進展が coalition
の拡大と inter-agency cooperationの拡大をもたらしたことにも注意する必要があるので
はないか。また、２０００年代におけるネットワーク化の driving forces（テロ、大規模
災害）と近年のネットワーク化の driving forces（中国の台頭）の違いが演習の内容・目
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的の違いをもたらすことを明示し、結論的に考察する必要がある。これは、近年の日本の
ネットワーク化の動きがいかなる政策的インプリケーションをもつかを明らかにする上で
重要である。 
（２）ネットワーク理論においては、リンクの性格、強度の分析がますます注目されてい
る。本研究においても、演習の内容・目的の分析において、こうしたネットワーク理論の
最近の動向を参考にしつつ、中国と米国ではリンクの性格が違うこと、これが米国と中国
をハブとするネットワークの性格を違うものにしていることを明らかにする必要がある。 
（３）共同軍事演習の頻度の増加は必ずしも信頼醸成の成功を示すものではない。また非
伝統的脅威対応の演習についても、特に東南アジア諸国間の演習について、その意義の解
釈に慎重である必要がある。 
上記のコメントに対し、著者は直ちに論文の修正を行い、修正稿を提出し、審査委員の
了解の上、これを博士論文最終版として提出した。審査委員全員は本論文が本学博士論文
として妥当であると結論した。 
 
